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序     文 

 

バングラデシュ人民共和国（以下、「バ国」）政府は、日本国の有償資金協力で建設した農村開発技

術センターの機能強化を図ることを目的として、我が国に技術協力プロジェクトの実施を要請してき

ました。独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」）は、この要請を受け、平成 19 年 2月 17 日から

3月 13 日まで事前評価調査団を派遣しました。 

 同調査団は、本プロジェクトの要請背景等について現地調査を行い、その後、同調査結果を踏まえ、

プロジェクトの枠組みに関してバ国政府関係者と JICA にて協議を行いました。 

 本報告書は、事前評価調査団による調査結果及び実施協議結果を取りまとめたものです。 

 事前評価調査及び実施協議にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心からの感謝の意を

表します。 

 

平成 19 年 8月 

 

独 立 行 政 法 人 国 際 協 力 機 構 

バングラデシュ事務所 所長 萱島 信子 
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写     真 





 

    

テクニカルライブラリー          建設機材ワークショップ 

 

 

     

LGED 地域事務所（マイメンシン）       地域事務所品質管理ラボ 

 

 

    
グロースセンター（公設市場）         市場の女性コーナー 

 

 





 

    

LGED の建設した橋梁（北部農村インフラ整備事業）    植生による道路法面保護 

 

 

    

コンクリートによる法面保護          ユニオン評議会庁舎 

 

 

    

地方職員向け研修実施風景            ミニッツ署名 









略 語 表 

AADT Annual Average Daily Traffic 日平均交通量  
AUTO-CAD Auto Computer-Aided Design コンピューター支援設計  
C/P Counterpart Personnel カウンターパート  
EIA Environmental Impact Assessment 環境影響評価  
EMS Environment Management System 環境マネジメントシステム  
ERD Economic Relation Division, Ministry of 

Finance 
財務省経済関連局  

FM Fineness Modules 粗粒率  
GIS Geographic Information System 地理情報システム  
GPS Global Positioning System 衛生利用測位システム  
HDM Highway Development and Management 

model 
国際金融機関における開発途上

国の道路開発支援ツール  
IRI International Roughness Index ラフネス指数  
JBIC Japan Bank for International Cooperation 国際協力銀行  
JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構  
LDCP Local Development Coordination 

Programme 
LGED で実施する地方開発調整

プログラム  
LGD Local Government Division （MLGRD&C）地方行政部  
LGEB Local Government Engineering Bureau 地方行政技術庁（LGED 旧称）

LGED Local Government Engineering 
Department 

（MLGRD&C）地方行政技術局

LGI Local Government Institutions 地方自治体  
MLGRD&C Ministry of Local Government,  

Rural Development and Cooperatives 
地方行政・農村開発・協同  
組合省  

PM & E Participatory Monitoring & Evaluation 参加型モニタリング  

PRSP Poverty Reduction Strategy Paper 貧困削減戦略ペーパー  
RDEC Rural Development Engineering Center 農村開発技術センター  
R/D Record of Discussions 討議議事録  
RS Remote Sensing 遠隔探査、リモートセンシング

SOB Survey of Bangladesh 測量庁  
SSWRD Small Scale Water Resources 

Development for Poverty Alleviation 
through Effective Use of Surface Water in 
Greater Mymensingh of Bangladesh 

JICA 開発調査「大マイメンシン

圏小規模水資源開発計画」（プロ

ジェクト名）  

STAAD-PRO Structural Analysis and Design Software 
 

3 次元モデルの骨組構造解析・

設計支援システム  
TNA Training Needs Assessment  研修ニーズ評価  
WAN Wide Area Network 広域ネットワークシステム  
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

１．案件名 

バングラデシュ国農村開発技術センター機能強化計画フェーズ 2 
２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要 

農村開発技術センター（RDEC）は、バングラデシュ人民共和国（以下、「バ国」）の農村インフラ整備

を所掌する地方行政・農村開発・協同組合省地方行政技術局（LGED）の技術力強化を目的として、円借

款「北部農村インフラ整備事業」にて建設された。 
本プロジェクトは、RDEC の事業実施体制の強化を目的として、計画策定、設計、品質管理、維持管理

に係る RDEC 技術者の能力向上及び技術普及体制の整備に取り組む。 

(2) 協力期間 

2007 年 9 月～2011 年 9 月（4 年間） 

(3) 協力総額（日本国側） 

約 3.26 億円 

(4) 協力相手先機関 

実施機関：地方行政・農村開発・協同組合省 地方行政技術局 

（Local Government Engineering Department, Ministry of Local Government, Rural Development and  
Cooperatives） 

(5) 国内協力機関 

農林水産省 

(6) 裨益対象者及び規模、等 

直接裨益者：RDEC 技術者約 50 名、LGED 本部技術者約 50 名、LGED 地方技術者約 6,200 名 

３．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 

バ国では、全人口の約 3 分の 2 が農村部に居住しており、農業･農村開発は早期の貧困削減を実現する

ための最重要分野とされている。中でもインフラ整備は、人々の社会経済状況（保健、教育、水供給、衛

生、農村道路、電力等）の改善、貧困層の能力向上、経済機会の提供（市場へのアクセス向上、労働力の

流動化、経済活動への投資）等の観点から重要であるが、道路や村落市場等、農村部のインフラ整備状況

は未だ不十分であり、更なる整備の必要性が指摘されている。このような中、地方行政・農村開発・協同

組合省（MLGRD＆C）傘下の地方行政技術局（LGED）は、農村インフラ整備事業の実施機関として、農

村道路、灌漑施設、村落市場等の整備に取り組んでいる。 
これまで LGED が実施してきた農村インフラ整備事業では、ドナーの事業費で雇用されたコンサルタ

ントが計画、設計、施工管理業務を担ってきた。しかしながら、LGED として統一された技術基準に基づ

く事業実施ができる体制にはなく、この統一化が重要な課題となっている。また、各プロジェクトを適正

かつ効率的に運営するにあたり、統一された技術基準に則って、LGED 技術者の体系的な能力向上を図る

ことが課題である。 
このような状況の中、バ国政府は LGED の中枢機能を組織化するために、円借款事業「北部農村イン

フラ整備事業」の一環として農村開発技術センター（RDEC）を LGED 内に設立した。これに対して、独

立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」）は、設立直後の RDEC が LGED の技術的中核として機能する

ための準備を整えることを目的として技術協力プロジェクト「農村開発技術センター機能強化計画」（以

下、「フェーズ 1」）を 2003 年～2006 年に実施した。フェーズ 1 協力では、技術情報の整備・蓄積、技術

基準の収集・蓄積、研修部門の強化、今後の指針（ステップアッププラン）の策定に取り組み、RDEC の

活動が起動に乗り始めた。 
一方、フェーズ 1 の成果を踏まえた技術者の能力向上は喫緊の課題であり、ステップアッププランに

記載されている各技術部門の強化が必要とされている。したがって、本案件では、農村インフラ整備の事

業サイクルに関連する GIS/計画、設計、品質管理、維持管理を重点分野として技術支援を行い、RDEC
技術者の能力強化を図る。また、RDEC で開発する技術が LGED 技術者に効果的に普及するよう、RDEC
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の研修体制を強化する。 

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け 

バ国政府が策定した貧困削減戦略文書（PRSP）では、経済成長、人間開発の促進、ガバナンスの改善

という三つの政策上の視点から個別戦略の詳細がまとめられており、その中で農業･農村開発及びインフ

ラ整備は、貧困層に裨益する経済成長のための重要分野と位置付けられている。中でもインフラ整備は、

社会経済状況（保健、教育、水供給、衛生、農村道路、電力等）の改善、貧困層の能力向上、経済機会の

提供（市場へのアクセス向上、労働力の流動化、経済活動への投資）等に資するものとして、経済成長の

みならず貧困削減や社会開発の観点からも重要とされている。 

(3) 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付け） 

 我が国の対バ国別援助計画（2006 年）において、農業・農村開発は経済成長のための重点支援分野と

して位置付けられている。 
 JICA 国別事業実施計画においても農業･農村開発は重点分野とされており、①所得･生産性向上、② 

農村基盤整備、③地方行政・住民エンパワメントの各コンポーネントからなるプログラム化を図り、

事業を実施することとされている。この内、本案件は「②農村基盤整備」コンポーネントに該当する。

 我が国は、LGED を実施機関として円借款や無償資金協力を実施中であり、本案件は、これら実施中

の案件と連携し、協力の効果を高めることが期待されている。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

1) 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

目標：RDEC の事業実施体制が強化される。 
指標：1 標準化された技術基準の種類と数 

2 現地に適した計画策定・設計・品質管理･維持管理技術を習得した LGED 技術者の数 

具体的な目標値についてはプロジェクト開始後、先方実施機関と協議の上、決定する。 

2) 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

上位目標：標準化された技術基準を適用し、農村インフラが整備される。 

指標：1 整備されたインフラの種類、数 
2 インフラ整備の対象地域、裨益人口 

具体的な目標値についてはプロジェクト開始後、先方実施機関と協議の上、決定する。 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

各活動の実施にあたっては、GIS/計画、設計、品質管理、維持管理の各部門で、それぞれモデル地域を

設定し、各モデル地域の活動を通じて技術移転を図る。また、成果指標の内、各技術の習得に関しては、

RDEC における定例作業部会や研修等の機会において、RDEC 技術者が LGED 技術者に対して新規技術を

紹介・提供することにより、習得度を評価する。 

1) 成果 1：RDEC 技術者の計画策定/設計能力が向上する。 

活動 1：計画策定・設計能力の向上 

＜GIS/計画＞ 
        1-1 モデル地域（GIS/計画部門）の選定 
        1-2 農村インフラ被災状況データベース作成の実習 
        1-3 郡内市街地（ポウルショバ）及び郡（ウパジラ）地図作成の実習 
        1-4 GIS・リモートセンシング（RS）を活用した総合農村開発計画作成の実習 

＜設計＞ 

1-5 現地に適した工法・技術の紹介 
        1-6 現地適用化技術の検証 
        1-7 試験施工モデル地域の選定 
        1-8 盛土道路における法面保護工の試験施工の実施 
        1-9 既存設計基準・マニュアル類の改訂 
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指標： 

1-1 GIS 技術を活用した道路被災データベース作成手法を、RDEC 技術者が習得する。 
1-2 GIS・リモートセンシング（RS）を活用した総合農村開発計画策定手法を、RDEC 技術者が 

習得する。 
1-3 道路法面保護に関する設計マニュアルが整備される。 

 

2) 成果 2：RDEC 技術者の品質・維持管理能力が向上する。 
活動 2：農村インフラの品質・維持管理能力の向上 

＜品質管理＞ 

        2-1 新品質管理試験法の導入 
        2-2 地域特産資材実用化のための、検証試験実施サイトの選定 
        2-3 建設材料や地域特産材料の、実証試験の実施 
        2-4 品質・施工管理マニュアル、試験機器マニュアル及び階層別研修マニュアルの改訂 

＜維持管理＞ 

        2-5 各種道路状況指標を使った道路状況調査法の実施 
        2-6 維持管理マニュアルの改訂 

指標： 

        2-1 新規品質管理試験方法を RDEC 技術者が習得する。 
        2-2 現地資材を活用した道路舗装設計の開発手法を、RDEC 技術者が習得する。 
        2-3 道路状況調査法を RDEC 技術者が習得する。 
        2-4 各種マニュアルが改訂され、現場技術者に活用される。 
 

3) 成果 3：RDEC の技術普及体制が強化される。 

活動 3：RDEC の技術普及体制強化 
＜研修・その他＞ 

        3-1 RDEC 活動の重要性をより理解してもらうための広報活動 
        3-2 GIS/計画、設計、品質管理、維持管理に関連する研修の実施 
        3-3 研修受講履歴データベースの作成 
        3-4 モニタリング･評価、テクニカルライブラリー及び建設機器整備室への支援 
        3-5 部門間連携促進のための作業部会の定期的開催 

指標： 

        3-1 LGED 地方職員○○人に対して研修を実施する。 

        3-2 研修受講履歴に基づき研修計画が改善される。 

        3-3 作業部会が○○回開催される。 

（指標 3-1、3-3 については、案件開始後半年以内に数値指標を設定する。） 

(3) 投入（インプット） 

1. 日本国側（総額約 3.26 億円） 

1) 長期専門家 3 名（チーフアドバイザー/計画/設計、品質管理/維持管理、業務調整/研修）：3 名×4 年 
（約 2 億円） 

2) 短期専門家（GIS、設計、土質試験、研修管理システム等）：年間 3～4 名×4 年（総計約 24M/M、 
約 43 百万円） 

3) 研修員受入れ（道路施工管理、道路状況データ整備、品質管理試験等）：年間 2～3 名×4 年 
（約 13 百万円） 

4) 機材供与（GPS、設計用ソフトウェア、アスファルト品質試験機、コンクリート試験機、土質試験機

等、約 30 百万円） 
5) 在外事業強化費（運営費、研修経費、試験施工費等、約 40 百万円） 

 

2. バ国側（総額約 1 億円） 

1) カウンターパート人件費 

2) 施設・土地手配 

3) プロジェクト活動費、プロジェクト用車輌 



  iv

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

1) 前提条件 

 特に無し。 

2) 成果達成のための外部条件 

 地元ステークホルダーがプロジェクトの現場活動に参加する。 

 大規模災害による農村インフラ整備ニーズに大きな変更が無い。 

3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

 技術強化の対象となる LGED 技術者の、大幅な人員削減が行われない。 
 RDEC の役割が大きく変更されない。 

 

4) 上位目標達成に対する外部条件 

 インフラ整備事業に必要な予算が、LGED その他の実施機関に十分配分される。 

５．評価 5項目による評価結果 

(1) 妥当性 

以下の理由から、妥当性は高いといえる。 

 本案件は、バ国の PRSP、我が国の国別援助方針、JICA の国別事業実施計画において重点分野とさ

れている農村基盤整備に関する協力であり、実施の妥当性は高い。 
 バ国における農村道路の総延長は約 25 万 km であるが、今後 20 年間に新規整備が必要な総延長は

約 50 万 km と試算されており、道路の補修・維持管理にかかる経費は年間 200 億円以上と見込まれ

ている。このようにバ国の農村インフラ整備は膨大なニーズを抱えているが、農村インフラ整備の

実施機関である LGED は、実施能力は高いものの組織機能が脆弱であり、一過性のプロジェクトや

コンサルタントに依存しない技術ノウハウを蓄積することが求められている。本案件は、RDEC 技

術者の能力向上を通じて LGED が技術ノウハウを蓄積し、農村インフラ整備を LGED が効率的に推

進することを目指す案件であり、バ国の開発ニーズ及び LGED の組織のニーズに合致していること

から実施の妥当性は高い。 

(2) 有効性（目標達成の見込み） 

以下の理由から、有効性が見込まれる。 

 LGED が農村インフラ整備事業を効率的かつ持続的に進めるために、本案件は、事業実施前の計画

立案/設計能力の向上、実施中・後の品質･維持管理能力の向上を通じて事業サイクルに関連する

RDEC 技術者の能力向上を図る。さらに、研修機能の強化を通じて LGED 技術者への普及体制が整

備される。これにより、RDEC に移転された技術が LGED 内で標準化されるとともに、RDEC から

LGED 技術者全体に技術が提供される。すなわち、LGED の技術的中核としての RDEC の事業実施

体制が強化されることになる。 
 

(3) 効率性 

以下の理由から、効率的な実施が見込まれる。 

 本案件は、RDEC の内、特に技術的に重要性が高い GIS/計画、設計、品質管理、維持管理の 4 部門

を重点分野として、選択と集中を図りつつ実施する。 
 各インフラ技術能力の向上にあたっては、GIS 技術や本部レベルの技術紹介のみならず、総合農村

開発計画策定、試験施工、実証試験、道路状況調査等、現場での実習が含まれており、技術移転の

対象者が実用性の高いインフラ技術を習得することができる。技術普及に関しては研修部門の活動

のみならず、定例作業部会の開催を通じて、RDEC で開発された技術が LGED 技術者全体に効果的

に普及されることが期待される。 
 本案件では、重点 4 分野でモデル地域を選定し、新規設計の開発や舗装材料の検討にあたっては、

可能な限り LGED 既存事業を活用することにより投入の最小化を図る。 
 GIS を用いた総合農村開発計画策定の実習にあたっては、地元住民や関連省庁等、多数の地元ステ

ークホルダーとの協議・調整が必要であることから、現地コンサルタントを積極的に活用し、効率

良く実施する。 
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 フェーズ 1 の経験から、先方実施機関のプロジェクトに対する理解度も高く、基本的体制も整って

いるため、プロジェクト直後の準備期間・コストが削減できる。 
 

(4) インパクト 

本案件の実施により見込まれるインパクトは、以下のとおり。 

 RDEC において技術基準が標準化され、効果的・効率的な事業実施体制が整うことにより、LGED
が実施する事業において RDEC の技術が適用され、上位目標である「標準化された技術基準を適用

し、農村インフラが整備される」が達成される。 
 RDEC の計画策定能力が向上することにより、GIS データ等に基づく効率的な計画策定及びインフ

ラ整備が推進される。 
 RDEC の設計能力が向上することにより、特に盛土道路における法面保護工に関し、耐久性の高い

インフラ整備が進められる。 
 RDEC の品質･維持管理能力が強化されることにより、道路舗装材料の有効活用、品質・施工管理

の徹底、適正な計画に基づく維持管理が図られることになり、低コストで品質の高い農村インフラ

整備が LGED によって推進される。 

(5) 自立発展性 

本案件の自立発展性の見込みは、以下のとおり。 

1) 政策・制度面 

 LGED は道路開発マスタープラン（2005 年）を策定済みであり、バ国政府内で承認されている。

    したがって、案件終了後も同計画に基づく農村インフラ整備（道路の新規整備・維持管理）が進め

られる見込みである。 

2) 組織・財政面 

 LGED の総予算は 1992 年の創立以降、顕著な伸びを示しており、LGED 全体に対して現状レベル

の予算・人員が配分される見込みは高い。RDEC は、LGED の一部として予算・人員が配分される

ため、RDEC に関しても活動が継続する見込みは高いといえる。 

3) 技術面 

 バ国の農村インフラ整備に対するニーズは膨大であり、新規開発・維持管理にかかる経費を抑えつ

つインフラ整備を推進することが求められている。本案件を通じて、RDEC 技術者の能力が向上す

ることにより、低コストで品質の高い農村インフラ整備技術開発が RDEC 独自で行えるようにな

り、将来的に LGED の各種事業に適用されることが期待できる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 「活動 1-4 GIS・ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ（RS）を活用した総合農村開発計画作成の実習」にあたっては、ワ

ークショップ参加者の選定や事業優先順位の決定において、貧困層やジェンダーに配慮した合意形

成プロセスとなるよう留意する。 
 「活動 1-8 盛土道路における法面保護工の試験施工の実施」にあたっては、環境影響について十

分な配慮・検討を加えた上で、対象区域を選定する。 
 「活動 2-3 建設材料や地域特産材料の実証試験の実施」にあたっては、舗装材料入手による環境

面への影響を十分に配慮した上で、実用性を検討することとする。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 技術協力プロジェクト「農村開発技術センター機能強化計画」（フェーズ 1）の終了評価において、

「より最終裨益者のニーズを反映させた農村インフラの向上を通して貧困削減に寄与するような

方向で強化する」と提言されており、本プロジェクトでは「総合開発計画の策定」を活動に盛り込

んでいる。本活動では、地元受益者との合意形成プロセスを通じ、最終裨益者のニーズが反映され

るよう配慮している。 
 派遣中の個別専門家「農村（基盤）開発アドバイザー」が、洪水地域における道路法面保護に関す

るパイロット事業を支援している。同パイロット事業において地元業者の施工監理や工事後の維持

管理の重要性が指摘されているため、「法面保護工の試験施工」に際しては、施工管理・維持管理

体制を念頭において実施する。 
 



  vi

８．今後の評価計画 

 中間評価：プロジェクト開始の 2 年後 
 終了時評価：プロジェクト終了の半年前 
 事後評価：プロジェクト終了後 3 年を目処に実施 
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１．実施協議の背景 

バングラデシュ人民共和国（以下、「バ国」）では全人口の約 3 分の 2 が農村部に居

住しており、農業･農村開発は早期の貧困削減を実現するための最重要分野とされてい

る。中でもインフラ整備は、人々の社会経済状況（保健、教育、水供給、衛生、農村

道路、電力等）の改善、貧困層の能力向上、経済機会の提供（市場へのアクセス向上、

労働力の流動化、経済活動への投資）等の観点から重要であるが、道路や村落市場等、

農村部のインフラ整備状況は未だ不十分であり、更なる整備の必要性が指摘されてい

る。このような中、地方行政・農村開発・協同組合省（MLGRD & C）傘下の地方行政

技術局（LGED）は、農村インフラ整備事業の実施機関として、農村道路、灌漑施設、

村落市場等の整備に取り組んでいる。  

これまで LGED が実施してきた農村インフラ整備事業では、ドナーの事業費で雇用

されたコンサルタントが計画、設計、施工管理業務を担ってきた。しかしながら、LGED

として統一された技術基準に基づく事業実施ができる体制にはなく、この統一化が重

要な課題となっている。また、各プロジェクトを適正かつ効率的に運営するにあたり、

統一された技術基準に則って、LGED 技術者の体系的な能力向上を図ることが課題で

ある。  

このような状況の中、バ国政府は LGED の中枢機能を組織化するために、円借款事

業「北部農村インフラ整備事業」の一環として農村開発技術センター（RDEC）を LGED

内に設立した。これに対して、独立行政法人国際協力機構（以下、「 JICA」）は、設立

直後の RDEC が、LGED の技術的中核として機能するための準備を整えることを目的

として技術協力プロジェクト「農村開発技術センター機能強化計画」（以下、「フェー

ズ 1」）を 2003 年～2006 年に実施した。フェーズ 1 協力では、技術情報の整備・蓄積、

技術基準の収集・蓄積、研修部門の強化、今後の指針（ステップアッププラン）の策

定に取り組み、RDEC の活動が軌道に乗り始めた。  

一方、フェーズ 1 の成果を踏まえた技術者の能力向上は喫緊の課題であり、ステッ

プアッププランに記載されている各技術部門の強化が必要とされている。よって、バ

国政府は、フェーズ 1 で策定したステップアッププランに基づく、RDEC の更なる技

術向上が必要として技術協力プロジェクトのフェーズ 2 を日本国側に要請した。  

本要請を受け、2007 年 3 月には事前評価調査を実施し、プロジェクトの枠組みに関

する協議を行った。事前評価調査の結果を踏まえ、プロジェクトの枠組みに関して、

バ国側とプロジェクト実施協議を行うこととなった。  

 

２．実施協議の目的 

(1) バ国関係者と協議を行い、協力内容・範囲、方法、投入規模等の基本計画を作

成する。 

(2) バ国関係者との協議事項を討議議事録（R/D）に取りまとめ、署名・交換する。  

 

３．協議時期 

2007 年 8 月上旬  
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４．協議の実施方法 

2007 年 3 月に実施された事前評価調査及びその後の国内関係者との協議結果を基に、

JICA バングラデシュ事務所とバ国関係者との間で協議を行った。協議の結果、合意さ

れた事項に基づき討議議事録（R/D）を締結した。  

 

５．プロジェクトの枠組み（基本計画案） 

(1) 案件名 

和文名：農村開発技術センター機能強化計画（フェーズ 2）  

英文名：Strengthening of Activities in Rural Development Engineering Center  

（RDEC）Project 

 

(2) 実施機関 

地方行政・農村開発･協同組合省（MLGRD＆C）地方行政技術局（LGED）  

 

(3) 対象地域 

バ国全土 

 

(4) 協力期間 

2007 年 9 月中旬から 4 年間  

 

(5) 上位目標 

標準化された技術基準を適用し、農村インフラが整備される。 

 

(6) プロジェクト目標 

RDEC の事業実施体制が強化される。  

 

(7) 成果 

1) RDEC 技術者の計画策定・設計能力が向上する。 

2) RDEC 技術者の品質・維持管理能力が向上する。 

3) RDEC の技術普及体制が強化される。 

 

(8) 活動 

活動 1：計画策定・設計能力の向上 

＜GIS/計画＞ 

     1-1 モデル地域（GIS/計画部門）の選定 

     1-2 農村インフラ被災状況データベース作成の実習 

     1-3 郡内市街地（ポウルショバ）及び郡（ウパジラ）地図作成の実習 

     1-4 GIS・リモートセンシング（RS）を活用した総合農村開発計画作成の実習 
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＜設計＞ 

1-5 現地に適した工法・技術の紹介 

1-6 現地適用化技術の検証 

1-7 試験施工モデル地域の選定 

1-8 盛土道路における、法面保護工の試験施工の実施 

1-9 既存設計基準・マニュアル類の改定 

 

活動 2：農村インフラの品質・維持管理能力の向上 

＜品質管理＞ 

2-1 新品質管理試験法の導入 

2-2 地域特産資材実用化のための、検証試験実施サイトの選定 

2-3 建設材料や地域特産材料の、実証試験の実施 

2-4 品質・施工管理マニュアル、試験機器マニュアル及び階層別研修マニュア

ルの改訂 

＜維持管理＞ 

2-5 各種道路状況指標を使った、道路状況調査法の実施 

2-6 維持管理マニュアルの改訂 

 

活動 3：RDEC の技術普及体制強化 

＜研修・その他＞ 

3-1 RDEC 活動の重要性を、より理解してもらうための広報活動 

3-2 GIS/計画、設計、品質管理、維持管理に関連する研修の実施 

3-3 研修受講履歴データベースの作成 

3-4 モニタリング･評価、テクニカルライブラリー及び建設機器整備室への支

援 

3-5 部門間連携促進のための作業部会の定期的開催 

 

(9) PDM 及び PO 

付属資料 I-2 M/M のとおり。  

 

(10) 投入 

付属資料 I-1  R/D のとおり。  

 

(11) 合同調整委員会 

構成、内容は、付属資料 I-1 R/D のとおり。 

以上 
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付 属 資 料 Ⅰ 

1. 討議議事録（R/D） 

2. ミニッツ 
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